
令 和 4 年 11 月 14 日
協働のまちづくり推進委員
地域コミュニティ推進課

市民参加の実施状況について
（令和３年度）

令和４年１０月
市 民 協 働 部



１．調査の概要
（１）目的
　本調査は、協働のまちづくり推進条例（以下「条例」といいます。）に定める市政への市民参加の状況について把握し、条例に
基づき設置されている協働のまちづくり推進委員会の審議資料として活用することにより、市政への市民参加の一層の推進を図る
ために実施したものです。
 

（２）調査対象
　令和３年度に実施された事務事業のうち、下記に該当するものを調査対象としています。
①条例第１０条に定める市民参加の対象となる事項に関して、市民に対して意見等を求めた事務事業。
②条例第１１条に定める市民参加の方法により、市民に対して意見等を求めた事務事業。
 
※本調査の対象とする事務事業は、市の政策等に関するものであり、全ての事務事業を対象としたものではありません。

※参考　協働のまちづくり推進条例　第10条
（市民参加の対象）
第１０条　市民等は、市民参加の対象となる次に掲げる事項への参加に努めるものとする。
(1)　市の基本的な事項を定める計画等の策定又は変更に関する事項
(2)　市政に関する基本的な方針を定める条例の制定、改正又は廃止に関する事項
(3)　市民等に義務を課し、又は権利を制限する条例（地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴
　　収に関するものを除く。）の制定、改正又は廃止に関する事項
(4)　広く市民等に適用され、市民生活に重大な影響を及ぼす制度の導入、改正又は廃止に関する事項
(5)　広く市民等の公共の用に供される施設の設置に関する計画等の策定、変更又は廃止に関する事項



（市民参加の機会の確保）
第９条　市は、市民等の意見等が協働のまちづくりに反映されるとともに、市政への市民参加が実感できるよう、市民等の意見等
を聴くための多様な市民参加の機会を設けなければならない。

（市民参加の対象）
第１０条　市民等は、市民参加の対象となる次に掲げる事項への参加に努めるものとする。
(1)　市の基本的な事項を定める計画等の策定又は変更に関する事項
(2)　市政に関する基本的な方針を定める条例の制定、改正又は廃止に関する事項
(3)　市民等に義務を課し、又は権利を制限する条例（地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関するものを
除く。）の制定、改正又は廃止に関する事項
(4)　広く市民等に適用され、市民生活に重大な影響を及ぼす制度の導入、改正又は廃止に関する事項
(5)　広く市民等の公共の用に供される施設の設置に関する計画等の策定、変更又は廃止に関する事項

（市民参加の方法）
第１１条　市は、前条各号に掲げる市民参加の対象となる事項（以下「政策等」という。）について、次の各号に掲げる市民参加
のいずれかの方法等により広く市民等の意見等を求めるものとする。
(1)　アンケート調査（政策等に対する市民等の意向等を把握するため、調査項目及び期間を定め、市民等から回答を求める方法
をいう。）
(2)　パブリックコメント（政策等の策定、改正又は廃止に当たり、当該政策等の案の趣旨、内容その他の事項を公表し、広く市
民等から意見等を求め、これを考慮して市の意思決定を行うとともに、提出された意見等の概要及び意見等に対する市の考え方等
を公表する一連の手続をいう。）
(3)　ワークショップ（市民等が共同作業又は自由な議論を通して、課題、問題点等を抽出し、より良い解決方法を導き出す方法
をいう。）
(4)　説明会（市民等に対し政策等の内容又は市の考え方を直接説明し、市民等から広く意見等を求める方法をいう。）
(5)　審議会等（市の事務について調停、審査又は調査を行うために市民、学識経験者等を構成員として市長その他の執行機関に
設置された附属機関に意見等を求める方法をいう。）
(6)　公聴会（政策等の策定、改正又は廃止に当たり、利害関係者や学識経験者等に対し、意見等の聴取の理由、期日及び場所を
公表し、意見等を求める方法をいう。）
(7)　その他　市長が必要と認める方法

（市民参加の公表）
第１２条　市は、前条各号に掲げる方法等により市民参加を実施する場合においては、適切な方法によりその実施に関する事項に
ついて公表しなければならない。

（参考）市民参加を推進する根拠　（協働のまちづくり推進条例より抜粋）



２．市民参加の実施状況

（１）市民参加の方法別件数及び参加者数
・令和3年度に市民参加の方法によって実施された事務事業は31件、市民の参加者数は10,775人となっています。
・市民参加の方法別件数は、審議会等が12件と最も多く、次いでアンケート（10件）・その他（4件）と続きます。
・市民の参加者数でみるとアンケート調査が10,245人と最も多く、次いで審議会等（181人）、その他（155人）と続きます。

※コロナウィルス感染拡大の影響により、審議会等の集合形式での会議で減少が見られます。

7 7

1

6

19

0
1

10

5

1 1

14

0

2

10

3

1 1

12

0

4

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

ア
ン
ケ
ー
ト

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

説
明
会

審
議
会
等

公
聴
会

そ
の
他

市民参加の方法別の実施件数

件数元年度

件数 2年度

件数 3年度

4013

172 36

2220

314 0 32

5010

9
78

38
214

0
102

10245

29
137 28 181

0

155

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

10000

11000

ア
ン
ケ
ー
ト

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

説
明
会

審
議
会
等

公
聴
会

そ
の
他

市民参加の方法別の参加者数

元年度

2年度

3年度



3年度

2年度

１．まちづくり市民アンケート（53.4％）
２．①スポーツに関する市民意識調査（38.9％）
      ②小・中学生のスポーツに関する意識調査（100％）
      ③大牟田市で活動するスポーツクラブ・団体についての調査（68％）
３．大牟田市中心市街地まちづくりアンケート調査（52.4％）
４．公共交通に関する市民アンケート（59.7％）
５．三池校区乗合タクシー実証実験に関するアンケート
     （実証実験登録者48.8％、未登録者31.4％）
６．玉川校区乗合タクシー実証実験に関するアンケート（92％）
７．大牟田市排水対策基本計画に係る雨水の流れにくい箇所の聞き取り調査（-％）
８．大牟田市環境基本計画策定のための市民・事業所アンケート調査
     （市民38.5％、事業所34.2％）
９．大牟田市放課後児童健全育成事業に係る基本調査（86.8％）
10．夜間中学に関するアンケート調査（30.4％）

１．まちづくり市民アンケート（62.3％）
２．若者意識調査（えるる、天領保育所の利用者及び市新規採用職員を対象に99件の回答）
３．大牟田市緑の基本計画の見直しに関する市民意識調査（市民38.9％、事業所37.7％）
４．延命公園ワークショップ（100％）
　　※コロナの影響により、ワークショップの開催を断念し、アンケート方式へ変更。
５．延命公園アンケート（44.3％）
６．環境に関する事業者アンケート（27.0％）
７．大牟田市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（77.4％）
８．福祉に関するアンケート調査（48.3％）
９．健康福祉総合計画実態把握調査（57.0％）
10．介護人材実態調査（76.2％）

,

アンケート調査の回答率

（１）市民参加の方法別件数及び参加者数（その２）

アンケート調査の回答率について
　例年実施しているまちづくり市民アンケートの回答率は、R元年度からR3年度にかけて、それぞれ、53.4％、62.3％、53.4％と
推移しています。



元年度

１．まちづくり市民アンケート（53.4％）
２．令和元年度市庁舎の整備に関するアンケート（58.6％）
３．文化芸術に関するアンケート（学校、保護者、文化団体、えるる利用者を対象に301件の回
答）
４．子どもの読書活動に関するアンケート（84.1％）
５．環境に関する事業者アンケート（27.0％）
６．ごみ処理基本計画(素案)に掲げる取組についてのアンケート（市民47.8％、事業所61.0％）
７．大牟田市第２次食育推進計画に係る市民アンケート調査（51.5％）



年度

0人　0件

2人　7件大牟田市第２次空き地及び空家等対策計画（案）に対するパブリックコメント

過疎地域持続的発展計画（案）に関する市民意見公募

大牟田市公園等管理活用ガイドライン(案)のパブリックコメント

0人　0件

1人　2件3年度

大牟田市小中一貫教育基本方針（案）に対するパブリックコメント 28人　28件

（１）市民参加の方法別件数及び参加者数（その３）

パブリックコメント3件の意見提出者数について
・令和3年度の意見提出者は合計29名（30件）でした。
・件数で多かったのは、「大牟田市小中一貫教育基本方針（案）に対するパブリックコメント」で、28件（28人）でした。少なかったのは、
「過疎地域持続的発展計画（案）に関する市民意見公募」で、０件（０人）でした。

過去３年間におけるパブリックコメントの意見提出者数及び提出の件数
件名 提出者数及び提出件数

165人　169件

1人　2件大牟田市ごみ処理基本計画(素案)に関する市民意見公募

大牟田市立学校適正規模・適正配置計画第２期実施計画(案)に関する市民意見公募

元年度

大牟田市まちづくり総合プラン（案）にかかるパブリックコメント 3人　15件

大牟田市公共施設維持管理計画（案）への市民意見の公募 0人　0件

大牟田市文化芸術振興プラン（案）に対する市民意見募集 1人　1件

大牟田市子ども読書推進計画（案）に対する市民意見募集

大牟田市生活排水処理基本計画（案）に対する市民意見公募 0人　0件

大牟田市健康福祉総合計画（案）に対する市民意見公募 3人　5件

第3次有明圏域定住自立圏共生ビジョンに関する市民意見公募 3人　3件

大牟田市緑の基本計画（案）等に対する市民意見公募 1人　1件

延命公園基本計画（案）に対する市民意見公募 2人　6件2年度



（２）市民参加の方法の実施における周知手段
市民参加の実施における周知の件数は57件で、前年度より減少しています。
周知手段別では、その他が21件と最も多く、ホームページが16件と続いています。
なお、その他の21件は郵送、対象者直接案内、ポスター掲示、愛情ねっと、ＦＭたんと等による周知となっています。

※コロナウィルス感染拡大の影響により審議会等の集合形式の会議が減少したことで、その周知手段となっていた広報おおむた・ホームペー
ジが減少しています。

25

29

12

2

24

12

17

10

1

22

10

16

10

0

21

0

5

10

15

20

25

30

35

広報おおむた ホームページ 報道発表 SNS その他

市民参加の周知方法

元年度

2年度

3年度



（３）審議会等委員における公募委員の状況及び女性委員の割合
　本市では、市政への市民参加の推進のために、多様な意見を反映させることとし、その機会を確保するために、審議会等の委員には、①公
募等による委員を１人以上任命、②女性委員の比率４０％以上について定め、それぞれ推進に当たっているところです。
（大牟田市審議会等の設置運営及び公開に関する要綱）

令和3年度に実施された12の審議会等の委員総数181人のうち、公募委員は10人で全体の5.5％を占め、審議会あたりの公募委員数は0.8人と
なっています。
また、同年度に実施された審議会等の委員について、公募委員総数10名に対する応募者数は21人でした。公募委員1名当たりの応募者数は2.1
人となっています。

令和4年4月1日現在で設置されている審議会等の委員総数435人のうち、女性の委員数は145人で全体の33.3％を占めています。

48

25
21

29

15
10

0

10

20

30

40

50

60

元年度 2年度 3年度

公募委員数と応募者数

応募者数

委員数

9.2%

7.0%

公募委

員
5.5%

審議会等委員における公募委員の割合

（外枠から3年度、2年度、元年度）

32.8%

32.7%

女性委

員33.3%

審議会等委員における女性委員の割合

（外枠からR4.4.1、R3.4.1、R2.4.1現在）



(参考)審議会等の委員構成における公募委員・女性委員の登用について

　本市では、市政への市民参加の推進のために、多様な意見を反映させることとし、その機会を確保するため
に、審議会等の委員には、①公募等による委員を１人以上任命　、　②女性委員の比率４０％以上　について
定め、それぞれ推進に当たっているところです。（大牟田市審議会等の設置運営及び公開に関する要綱）
　第３次おおむた男女共同参画プランにおいては、審議会等の委員への女性参画促進について、女性委員の登
用率を令和４年度までに42.0％を達成できるよう努めています。


